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市職員の給与等のあらまし 市職員の給与等のあらまし 

職員の平均給料月額及び平均年齢の状況 
区　　　　　分 

平 均 給 料 （俸給）月 額 

平    均     年    齢 

那　覇　市  国 

一 般 行 政 職 

一般行政職 

　一般行政職とは、税務関係職、消防職、企業（水道局）職や医療職、給食調理員などの技能労務職、幼稚園教諭な 
どの教育職等を除くすべての職員です。国の数値は推計値です。 

３６９,１２９円 

４３.９歳 ４０.２歳 

３２７,３２５円 

６,８４８千円 

初任給の状況 

区　　　　　分 
決 定 初 任 給 ２ 年 経 過 後 

大 学 卒 

高 校 卒 

那　　覇　　市  国 

職員数 
（人） 

１９５,０００円 

１５７,５００円 

１７４,４００円 

１４１,９００円 

決 定 初 任 給 ２ 年 経 過 後 

１８８,９００円 

１５１,８００円 

１７４,４００円 

１４１,９００円 

人件費の状況（平成12年度普通会計決算） 

職員給与費の状況（平成１3年度予算（水道・病院会計を除く）） 

歳出総額Ａ（千円） 

９８,５３８,００２ １,０１１,５８７ ２２,９６２,１５９ ２３.３%

２,５９０ １１,２５２,６４６ １,７２２,４１５ ４,７６１,９１６ １７,７３６,９７７ 

２０.２%

実質収支（千円） 人件費Ｂ（千円） 人件費率（Ｂ／Ａ) 11年度の人件費率 

人件費には、給与、退職手当、共済費、議員や三役などの報酬等を含んでいます。　 

給与は給料、扶養手当などの諸手当（退職手当を除く）、期末勤勉手当からなっています。 

給　与　費（千円） 

給　料 職員手当 
１人あたり給与費 
（給与費/職員数） 

経験年数別、学歴別平均給料月額の状況 

区　　　分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

２８３,７６０円 

２２７,６００円 

３２２,５１９円 

２８２,０５０円 

３８４,０５０円 

３３０,２００円 

大 学 卒 

高 校 卒 
一般行政職 

職員手当の状況 

那　覇　市 国 

扶養手当 

区　　分 

住居手当 

通勤手当 

調整手当 

特殊勤務 
手　　当 

時  間  外 
勤務手当 

・配偶者………………… １６,０００円 
・配偶者以外の扶養親族  
　１人目（配偶者が扶養手当の対象となっていない場合）　………………… 
　　　  （配偶者が扶養手当の対象となっている場合）　…………………… 
　　　  （配偶者のいない場合）……………………………………………… 
　２人目………………６,０００円　   ３人目から………………………………… 
・１６歳から２２歳の子を扶養………………………１人につき月額５,０００円を加算 

・月額１２,０００円を超える家賃の支払者 
 家賃額により最高………………１８,４００円 
・持家の世帯主…………………  ５,９００円 

通勤距離が１D以上の者に支給 
・交通機関（バス等）利用者 
 運賃相当額を支給（最高限度額５０,０００円） 
・交通用具（自動車等）利用者 
　  距離により  ………２,３００円～２０,９００円 
 

通勤距離が２D以上の者に支給 
・交通機関（バス等）利用者 
 運賃等相当額支給（最高限度額５０,０００円） 
・交通用具（自動車等）利用者 
　  距離により  ………２,０００円～２０,９００円 
 

・月額１２,０００円を超える家賃の支払者 
 家賃額により最高  ……………２７,０００円 
・持家の世帯主………………… １,０００円 

区　　分 

区　　　分 全職種 

５３．５％ 

５７種類 

１３８,０００円 

支給対象職員 

支　  給  　率 

 東京都で勤務する職員 

  ４人 

１２％ 

医　師　職 

５０人 

   ９％ 

職員全体に占める手当支給職員の割合 

支給対象職員１人あたり平均支給年額（試算） 

手当の種類（手当数） 

医師手当 

消防吏員手当 
代　表　的 
手当の名称 

支給額の多い手当 

多くの職員に支給されている手当 

支　給　年　度 

支　給　総　額 

職員１人あたり支給年額 

１１年度 

５６５,４７１千円 

２２８千円 

１２年度 

４８８,３４２千円 

２０１千円 

　三役や市議会議員の給料・報酬は「那覇市特別職報酬等審議会」において審議され、市議会の議決を 
経て決定されます。 

特別職の報酬等の状況 
三役の報酬 議員の報酬 

１,０２６,０００円 
８５２,０００円 
７４７,０００円 

７０６,０００円 
６３６,０００円 
５９６,０００円 

市　長 
助　役 
収入役 

議　長 
副議長 
議　員 

三役・議員の期末手当 

６ 月期　　１．４５月分　３月期　０．５０月分　　 
１２月期　　１．６０月分　  合計　３．５５月分 
一般職に準じ加算措置があります。 
 

期末勤勉手当 計 

（平成１３年４月１日現在） 

６,５００円 
６,０００円 
１１,０００円 
３,０００円 

 

（平成１３年４月１日現在） 

（平成１３年４月１日現在） 

（平成１３年４月１日現在） 

（平成１３年４月１日現在） 

（平成１３年４月１日現在） 

1
1

期末手当及び退職手当の状況 
那　覇　市 

退職者数（人） 

国 

期
末
勤
勉
手
当 

退
　
職
　
手
　
当 

支給期 
６月期 
１２月期 
３月期 

計 

期末手当 
１.４５月分 
１.６０月分 
０.５５月分 

勤勉手当 
０.６０月分 
０.５５月分 

３.６０月分 

計 
２.０５月分 
２．１５月分 
０．５５月分 　 

支給期 
６月期 
１２月期 
３月期 

期末手当 
１.４５月分 
１.６０月分 
０.５５月分 

勤勉手当 
０.６０月分 
０.５５月分 

計 
２.０５月分 
２．１５月分 
０．５５月分 　 

４.７５月分 １.１５月分 計 ３.６０月分 ４.７５月分 １.１５月分 

職務級などにより加算措置があります。 職務級などにより加算措置があります。 

勤 続 年 数 
　勤続２０年 
　勤続２５年 
　勤続３５年 
最高限度額 

自己都合 
 ２１.０  月分 
３３.７５月分 
４７.５  月分 
６０.０  月分 

勧奨・定年 
３４.６５月分 
４４.５５月分 
６２.７  月分 
６２.７  月分 

勤 続 年 数 
　勤続２０年 
　勤続２５年 
　勤続３５年 
最高限度額 

自己都合 
２１.０  月分 
３３.７５月分 
４７.５  月分 
６０.０  月分 

勧奨・定年 
２８.８７５月分 
４４.５５  月分 
６２.７    月分 
６２.７    月分 

定年前早期退職特例措置２％～２０％加算 
退職時特別昇給　１号給（定年・勧奨） 
 

定年前早期退職特例措置２％～２０％加算 
退職時特別昇給　１号給（定年・勧奨） 
 

　勧奨等には定年退職者を含み、平均支給額は全退職職員の平均です。 

那覇市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。 
標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。 

（１）定員適正化目標（数・率） 
　   平成１３年（４月１日。以下同じ）から平成１７年までの５年間で、一般行政部門の１０％を削減する。 
（２）定員適正化手法の概要 
　   民間委託の推進、類似業務の組織の統廃合、事務の必要性や事務量等の見直し、OA化等による公務能率の 
　   向上、期限付き事業の終了による定員引き上げ。 

定員適正化計画の数値目標 

退職手当の支給状況 

自己都合 

区　　分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 計 

１，４６６ 

１００．０ 

１００．０ 

１００．０ 

主事 主事 係長 係長 係長 課長 次長 次長 部長 

５ ２０８ ４１５ １８９ ２５３ ２３２ １２４ ２０ ２０ 

０．３ １４．２ ２８．３ １２．９ １７．３ １５．８ ８．５ １．４ １．４ 

０．３ １４．８ ２７．２ １４．７ １７．４ １５．０ ８．５ １．３ ０．９ 

０．５ １７．７ ２３．８ ２４．１ １３．１ １３．１ ５．６ １．２ １．０ 

標準的な職務 

職員数（人） 

構成比（％） 

１年前の構成比（％） 

５年前の構成比（％） 

１３ 

１８ 

 H１１.４.１～H１２.３.３１ 

 H１２.４.１～H１３.３.３１ 

８１ 

８９ 

勧奨等 

平均支給額（千円） 

自己都合 

６,８８９ 

６,３４９ 

２７,６８９ 

２７,３８８ 

勧奨等 

平均勤続年数（年） 

自己都合 

１５.４ 

１５.９ 

３３.６ 

３３.０ 

勧奨等 

区分 

期間 

部門別職員数の状況と主な増減理由 

一般行政職の級別職員数の状況 

職　員　数 

一般行政部門 

 

11年 12年 

対前年 
増減数 主な増減理由 

１,６２７ １,５８１ △４６ 

経営管理局の新設、児童扶養手当の支給業務及び精神保 
健業務の権限委譲による増、ごみ処分擁壁工事による 
増、天久公園の整備促進による増。 
事務事業見直しによる市民課職員及び環境センター職員 
等の減、国勢調査終了、女性史編集作業の終了、運転手 
の不補充、ラムサール対応職員の引き上げによる減、介 
護保険事業の他部門への振替による減。 
 
ＩＴ関連業務強化による増。 
給食センター業務委託及び事務事業見直しによる減｡ 特別行政 

部　　門 
教　育 ６０３ ５９１ △１２ 

消　防 ２５０ ２５７ ７ 

病　院 ４１５ ４１９ ４ 

１７２ １７１ △１ 

５７ ５７ ０ 

８４ １１３ ２９ 

３,２０８ ３,１８９ △１９ 

 

脳外科新設等による医師の増。 

消防救急体制強化による増｡ 

事務事業の見直しによる減｡ 

介護保険事業の一般行政部門からの振替による増。  

公営企業 
等  会  計 
部　　門 

合　　　計 

水　道 

下水道 

その他 

（各年４月１日現在） 

一般行政 
部　　門 

区分 

減員 

増員 

差引 

職員数 １,６２７ 

（各年４月１日現在） 

１２年 １３年 １４年 １５年 

計画前年 １年目 

△７３ 

２７ 

△４６ 

１,５８１ 

△５７ 

２７ 

△３０ 

１,５５１ 

△４９ 

１３ 

△３６ 

１,５１５  

△１６３ 

△２５２ 

８９ 

２年目 ３年目 

１６年 

△４０ 

６ 

△３４ 

１,４８１ 

４年目 

１７年 

△３３ 

１６ 

△１７ 

１,４６４ １,４６４ 

５年目 

１３～１７年 

計 

（平成１２年度） 

参
　
考 

1

企業活動を応援します 

1

●市内既存企業の事業拡大（市内移転除く） 
●那覇市民を３名以上雇用（新規 
　常時雇用）して６月経過 
 ●市民による新規創業 
●那覇市民を３名以上雇用（新規 
　常時雇用）して６月経過 
 ●上記以外 
●那覇市民を５名以上雇用（新規 
　常時雇用）して６月経過 
 
●市内既存企業の自社使用のた 
　めの事務所等建設（移転を除く） 
●那覇市民を５名以上雇用（新規常時雇用） 
●市民による新規創業に伴う自社使用 
　のための事務所等建設（移転を除く） 
●那覇市民を５名以上雇用（新規常時雇用） 

●上記以外 
●那覇市民を10名以上雇用 
　（新規常時雇用） 

（下の全てに該当すること） 
●現に活動（営業や製造等）を行っていること。 
●自社の使用のために、賃借、建設（新設および増設）、購入等に 
　より立地する事務所、店鋪、工場、倉庫等であること。 
●「風俗営業等の規制及び適正化に関する法律」に規定する 
　風俗営業等の業種でないこと。 
●貸借により立地した事務所等については、平成１２年の９月１日 
　以降に市内に立地し、または事業所の増設を行い、これに伴い、 
　一定期間以上、那覇市民を雇用（常用）していること。 
建設等により立地した事務所等については、平成１３年度より新た 

　な家屋の固定資産税を課されることとなった施設が対象となります。 
 

受付期間　２００１年10月1日（月）～31日（水） 
受付場所　経済環境部商工振興課 

○対  象  者： 
○受講期間： 
○時　　間： 
○受  講  料： 
○申込方法： 
 
○申込期間： 

市内居住者か在勤の15歳以上おおむね30歳までの男女 
平成13年11月～平成14年3月（全１５回） 
各講座とも午後6時30分～８時30分 
無料（ただし、教材費は自己負担） 
 健康保険証か運転免許証など身分を証明するものを持参 
のうえ本人が直接申し込む 
10月９日（火）～20日（土） 午後１時～午後８時（日曜日休館） 


